京都府から発信する「新・石高制」
～京都府における京都産米の消費増加と安心・安全な稲作の推進を目指して～
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1． 概　要
≪京都米振興の必要性≫
日本の農業は、今大きな転換点を迎えている。食の中心であったお米の消費量は人口減少や食の多様化により年々減り続けており、食用だけではなく、飼料米の生産や、牛など家畜による田んぼの放牧化、海外への輸出などの新しい取り組みが議論されている。一方、稲作は、環境保全や景観保護としての機能をもっているのに加え、自給率の高い主食であることから重要な役割を担っている。このような多面的機能をもつ稲作の重要性についての認識は、今後ますます高まっていくものと思われる。
しかし、京都府における稲作の現状は厳しい。平均稲作面積が小さいのに加え、生産性の低い小規模な稲作農家が中心で、全国の他の地域と比較してもお米の生産量は少ない。京都府内の生産量は、府民260万人の年間米消費量の半分以下という状況である(平成20年度の生産量は約8万2千t)。
私たちは、京都府北部地域の活性化をテーマに研究を進めていく過程で、京都府北部に集中する稲作の現状を調査した結果、国が目指す大規模効率化の稲作農業だけではなく、独自の稲作が必要とされるのではないかという問題意識をもつに至った。京都府は中山間地域が多く、良質なお米が育つ気候に恵まれた優良産地である。例えば、丹後地域で生産される丹後コシヒカリは、日本穀物検定協会が実施する全国食味ランキングで最高評価の「特A」を取得している。
｢府民の求める安心安全でおいしい京都米の振興｣という理想を掲げ、京都府総合資料館の山田洋一氏と協働研究を進めた。資料館所蔵の米関係の古文書、民具等の見学と山田氏からの北部地域の江戸時代の歴史、村の生活の解説を通じ石高制という仕組みに出会った。この仕組みを用いて、お米の生産・販売・消費の数値化による双方向的意思決定を実現することで、私たちの理想に近づくことができるのではないかと考えた。
なお、米の振興に係わっては、私たちが体験した関係資料の見学、歴史解説などの所謂食育なども振興策の一つであるが、今回は振興の主軸となると判断される「石高制」という仕組みに絞って政策提言を行うことにしたい。
≪石高制とは≫
石高制は、豊臣秀吉の全国的に展開された太閤検地に始まり、明治時代の地租改正によって廃止された土地制度で、田畑や屋敷などの土地を、すべて米の生産力に換算・表示するものである。お米の生産量に応じてその地域の総合力を「石高」として決定し、公平に資源配分の効率化を目指した政策であるといえる。江戸時代において、幕府は、各農村のお米の生産能力を把握し、当時の人々にとって必要不可欠かつ高価だったお米を管理することでその権威を高めていた。一石（150～160ｋｇ）は大人一人が一年に食べる米の量に相当することから、これを兵士たちに与える報酬とみなし、石高は大名の財力だけではなく兵力をも意味していた。当然のことながら、現代社会にそのまま蘇らせるのではなく、この制度が備えていた公平な数値化というメリットを生かす形で石高制を再生しようと考えている。
≪現代におけるお米とは≫
現代では食は多様化し、個人の年間米消費量は減少、米価も低下し続けている。しかし依然、日本人の食の中心にお米があることは変わりなく、また2007年の偽装米流通事件などをきっかけに、農作物の安全性やおいしさに対する関心は高まっている。一方、生産現場では、お米を作るコストは他の農作物に比べ割高で、政府の補助金がなければ赤字が出てしまうというのが現状である。府民が求める安心安全なお米を作ろうとすれば、さらにコストが高くなる。また販売経路も多様化しており、農家が直接消費者に販売する計画外流通も約6割と増加し、消費者も農協だけではなくスーパーやインターネットから購入するようになっている。独自の流通経路を獲得できる農家は付加価値米を比較的高い価格で販売することができるが、一般的な流通ではお米の値段は一定であり、各農家独自の稲作への取り組みは値段に反映されにくい。
農作物は食糧管理制度により政府が供給量や価格を管理していたことにより生産者側にマーケティングの意識が乏しいという問題がある。また大勢の消費者と生産者をつなぐ販売・流通の役割がとても大きいといえる。
現在、府やJA全農京都は農作物の安全性を担保し、府民にアピールするために、減農薬、減化学肥料の農作物の「特別栽培」や、環境に配慮した農家に対する「エコファーマー」を認定し、ＪＡ京都では「生産認証システム」を導入し消費者が求める生産情報を提供するなど安心安全への取り組みを行っている。また京都米のアピールを企業や府民団体と協力して行っている。今後府が担うべき役割は、農家と販売者と消費者が参加し、生産・販売・消費それぞれの場面での意思決定をサポートできるような情報を管理し提示することであると考える。そこで以下の政策を提案する。
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≪政策の提案≫
府民ひとりひとりが京都米に関心を持ち、生産や消費に積極的に取り組むための体制として「新・石高制」を提案する。
「新・石高制」は、以下３つの事業からなる。
1 「新・石高システム」よる米の生産・販売・消費の評価体制の確立

京都米の流通の約4割を管理しているJA全農京都の「トレーサビリティシステム」と連動することで、府が生産情報と消費情報を管理する新たなシステムを構築する。また「新・石高システム」認定農家の生産情報も開示できるようにする。地域(市・区)ごとに、お米の生産・販売・消費に関する情報が収集され、各地域の総合力を表現する数値として「石高」が算出される。この情報は、府の農業政策の展開にとって、非常に重要なデータとなる。（詳細は、本文14頁参照）
2 わかりやすい付加価値の表示「石高ポイント」の導入

消費者にとってわかりやすいように各農家の安心安全なお米作りの取り組みを総合的に「石高」で示し、現在あるマークの浸透を目指す（石高の算出方法については、16頁参照）。新・石高制への参加によって、農家は生産したお米の消費状況を把握し、消費者層のマーケティングを行うことが可能となる。

3 　農家の「新・石高制」参加申し込み認定

JA全農京都トレーサビリティに参加していない農家でも「新・石高制」の事業に賛同し、条件を満たせば認定を受けることができる（認定については、18頁参照）。

認定農家は生産情報について自ら「新・石高システム」に入力する。生産者は販売、消費の情報をフィードバックとして確認することができる。

※全農京都トレーサビリティシステムの利用　(別紙資料参照)
消費者が「いつ、どこで、どのように」京都米が生産されたのか栽培履歴を「安心と信頼の京都米」ホームページで確認できるのがＪＡ全農京都のトレーサビリティシ
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ステムである。「栽培履歴開示」のマークがついた京都米を購入した消費者は商品名や商品ナンバーで栽培履歴を確認することができる。現在流通している約３万トンを自動的に生産の石高として算出する。
現在ＪＡ全農京都のホームページでは消費者が商品情報を入力するとその商品のお米の情報が提示されるようになっている。このシステムを販売流通の場面に延長し、いつ販売されたかの情報を入力するようにする。また、現在は消費者の利用が少ないが、消費者の関心を集められる「石高ポイントステーション」の導入により、消費者の情報検索を促す。
≪この事業で期待できる効果≫
以上３つの事業により、生産者と消費者の双方向意思決定を実現することが可能となる。この仕組みにより、消費者は、安心安全な京都米がどのような過程を経て生産されるのかを知り、自身が納得できる付加価値米をその価値に見合った適正価格で購入できるようになる。消費者の購買活動が活発になれは生産者の生産意欲向上につながる。生産者は、消費者行動を把握することによって、消費者の求めるお米がどのようなものなのかを知ることによって、売れるお米を生産することができる様になる。このように消費者と生産者の意思が互いに作用しあうことによって理想とすべき京都米の姿を創造、実現していくのが目的である。
以下、京都府の稲作が抱える現状と課題について詳細に検討を加えた後、「新・石高制」の詳細な内容について説明する。

2． 現状と課題　
(１)　消費者の現状
まず、お米の消費の現状を明らかにすることで、「新・石高制」の対象である「消費者像」を明確にしたうえで、実際の消費行動と意識調査を比べることで、消費行動と安心安全な食意識との間にズレが存在することを指摘したい。
≪行動について≫

平成20年度の家庭(平均約3.１人)での年間米支出金額は31,230円、月間平均2,602円で年間購入数量は88.55kgである。米生産全量のうち外食・中食事業者が440万トンで49％を占めるため、実際の月間一人当たりの米消費量は約5kgで年間一人当たり米消費量は約60kgである。
農林水産省の「平成19年度食料品消費モニター第4回定期調査結果報告書」には次のような記述がみられる。

「最もよく利用する米の購入（入手）先について聞いたところ、『スーパーマーケット（生協・農協の店舗を除く。）』と回答した人の割合が37％で最も多く若干増加傾向にある。次いで、『生産者から直接購入』が17％であった。」
「米の購入者に、通常購入している米の値段（10㎏当たりに換算、消費税込み）はいくらか聞いたところ、米4,000円未満の購入割合が約70％と回答し、米の購入者に、米を購入する際、通常何㎏単位で購入しているかを聞いたところ、『5㎏』が最も多く42％、次いで、『10㎏』が34％、『30㎏』が17％であった。」
購入の機会は月2～4回程度で小売店や農協で直接購入し持ち帰ることが多いと考えられる。
また、同調査結果によると、購入又は譲り受けている米の銘柄（産地・品種）を「決めていない」と回答した人の割合は54％、「決めている」とした人は39％となっている。
お米が切れた時に店頭で購入する商品を決定する、つまり計画的にどの商品を購入するかを決めていることは少ないと考えられる。よって購入決定要因はスーパーマーケットやＪＡの店頭で見る商品のパッケージと価格が大きな要素を占めると想定することができる。
また平成19年度食料品消費モニター第４回定期調査結果には次のような記載がある。

「付加価値のついた米(有機栽培米、特別栽培米、無洗米等)を食べたことがあるか聞いたところ、『食べたことがない』と回答した人の割合が33％と最も多く、『いつも食べている』、『たまに食べる』『以前は食べていたが、現在は食べていない』と回答した人の割合は60％であった。」
≪食の意識について≫
府民の食の安心・安全に対する関心は高まっている。平成19年度農林水産情報交流ネットワーク事業全国アンケート調査、「有機農業をはじめとする環境保全型農業に関する意識・意向調査結果」によると43％の人々が「有機栽培の農作物を毎日消費したい」と回答し、40.5％の人が「毎日は無理でも2～3日に一度は使用したい」と考え、「1～3割高までなら購入する(購入している)」という人の割合は66.3％にも上る。

また平成19年度食料品消費モニター第４回定期調査結果によると「付加価値米を購入理由として家庭で付加価値米を食べる理由を聞いたところ『栽培方法、品質等で安心感があるから』と回答した人の割合が最も多く41％、次いで、『おいしいから』が38％、『健康を維持するために効果がありそうだから』が35％であった。」

≪消費者の有機農産物に対する誤解≫

しかし農林水産省の「平成16年度食料品消費モニター第１回定期調査結果」によると　　多くの人が「有機農産物」の特徴を誤解していることが分かる。

「有機栽培米」等の特徴の認知度について「有機栽培米」、「特別栽培米」、「無農薬栽培米」、「減農薬栽培米」と表示されたお米の特徴はどのようなものだと思うか、お米の種類ごとに聞いたところ、図１のような結果となった。
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http://www.maff.go.jp/www/press/cont2/20050715press_4.html
なお、これらの用語の正しい意味は、「有機栽培米」は「農薬と化学肥料の両方を原則使用せずに生産された米」、「特別栽培米」は「農薬と化学肥料の両方の使用を（一般の半分以下に）抑えて生産された米」、「無農薬栽培米」は「農薬を使わずに生産された米」、「減農薬栽培米」は「農薬の使用を（一般の半分以下に）抑えて生産された米」であるが、「有機栽培米」については、多くの人がその特徴を誤解していることが分かった。

≪消費行動と意識のギャップについて≫

では実際の購入行動と意識の間にあるギャップはどのようなものなのか。(削除)食と農についてフィールドワークを中心に研究している熊本大学文学部総合人間学科地域社会学教授、徳野貞雄氏が、著書「農村(ムラ)の幸せ、都会(マチ)の幸せ―家族・食・暮らし」で紹介している消費者の実際の購買行動についてのアンケートでは、約8割が価格のみを購買決定要因としていることが分かる。
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1 期待される消費者層（全体の）5.4％
　農業の価値がわかり、金も支払う。（有機産直農家との連携）
2 健康志向型消費者層（全体の）16.5％
　食の安全性に強い関心。農産物の価値は分からないが金は支払う。
（生協周辺に多い）
3 分裂型消費者層（全体の）54.2％
　意識と行動が分離している。農産物の価値は分かるが、金を支払わない。
（風評被害を起こしやすい）
4 どうしようもない消費者層（全体の）23.0％
　農に関して無関心。農産物の価値も分からないし、金も支払わない。
『農村（ムラ）の幸せ、都会（マチ）の幸せ―家族・食・暮らし』　　徳野貞雄著、NHK出版2007.2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
≪消費者の現状まとめ≫

　　　　・お米の消費の半分は家計内で行われている。
　　　　・家計のお米の購入はスーパーマーケットが一番多く約４割である。
　　　　・購入時に重要視するのは価格や産地、米の銘柄であるが
購入銘柄を決めていない人は約６割と多く、店頭で商品を決定し購入する。
　　　　・付加価値米を購入したことがある人は全体の約６割で、安心安全やおいしさを理由に挙げる人が多い。

　　　　・有機米を購入したことがある人は約6割と多い。

　　　　・有機農産物について間違った認知をしている人が多い。
　　　　・安心安全への意識は高いが実際の購買行動に結びつく人は少ない。
（２）生産の現状
≪京都府の生産規模の小ささと稲作の利益の少なさについて≫
2005年農林業センサス「第２巻農林業経営体調査報告書（総括編）」によると、京都府の経営農家は2万4406戸あり、うち1ha以下の耕地面積の農家が1万8748戸である。稲作農家は2万3902戸、田んぼの面積は17,414㎞²で年間米生産量は約8万トンである。
以下表は一般的な米生産にかかるコストを表した表である。

[image: image3.emf]農林水産省の資料によると平均的には5.722ヘクタールでプラスの利潤を生み出せるが、年間所得は276万円ぐらいである。現在米価は米流通センターが決定しておりとなっている。一般的な慣行米であれば価格はほぼ一律と考えてよい。京都府の試算によると慣行栽培でも米10aあたり16万9,229円の費用がかかるが、販売価格は12万6,035円と4万3,194円の損失となる。京都での栽培コストが高いのは山間部が多いことや農家の規模が小さいことが原因だと考えられる。
≪付加価値米の定義とその現状≫
　通常の慣行米を生産の際には大規模、効率化しなければ利益が出ないということがわかった。そこで価格が高い付加価値米についてそれぞれの特徴とともに説明する。

≪JAS有機栽培米の現状≫
JAS有機栽培米とは移植前2年以上農薬、化学肥料を使用せず、他の圃場より農薬、化学肥料等が飛散しない等の条件を満たした圃場で生産されたお米で、登録認定機関より認定を受けたものである。認定は厳しい書類審査と現地調査（30kgの袋詰めに至るまで）を受ける。認定機関の判定委員会で審議され、合格すると「生産農家としてJAS有機認証」を取得できる。この有機認証の更新は毎年必要である(認定・更新費用は農家自己負担)。有機栽培に取り組んで2年目までの農産物には転換期間中と表示してJASマークを貼付して販売が出来る。
農林水産省の｢改正JAS法に基づく県別有機認定事業者数（平成21年5月31日現在）｣によると京都府では60の生産行程管理者※のうち20が有機農産物で、17の小売業者が存在する。計78の事業者のうち22が農家である。確認ができた限りでは京都府でJAS有機米を栽培しているのは綾部市の農家、１戸のみである。

※生産工程管理者は、有機栽培の生産の品質を保つために、設置されており、飲食料品の製造若しくは加工又は飲食料品の製造若しくは加工の指導、調査若しくは試験研究に従事した経験を有する者のことである。
(財)日本土壌協会の「有機農産物生産技術の取組経過と課題についてのアンケート調査結」によると慣行米に比べ約３割高の価格でも販売できていることが分かる。
平成１９年度の財団法人日本土壌協会による「有機農業技術に関する有機農業者へのアンケート調査・現地調査」の結果から、有機栽培米の販売の現状について説明する。

　以下のグラフは有機栽培米の販売価格のアンケート結果を示したものである。「60㎏あたり2万8000円以上で販売する」との回答が56％と最も多く、通常の慣行米より２倍近く高値で販売できていることが分かる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　http://www.nohken.or.jp/yuukianketo1.pdf
また同調査によると、有機栽培を行うと収穫量は慣行栽培に比べ約２割減収となり、10a当たり401～501kgの収穫量という回答が最も多かった。単純計算すると10aで2万8000円/60kg のお米が500kg収穫できるならば約23万円の収入が見込まれる。

≪特別栽培の現状≫
特別栽培とはその農産物が生産された地域の慣行レベル（各地域の慣行的に行われている節減対象農薬及び化学肥料の使用状況）に比べて、節減対象農薬の使用回数が50％以下、化学肥料の窒素成分量が50％以下での栽培を指す。農林水産省の「特別栽培農産物に係る表示ガイドライン（平成19年3月23日改正）」に基づき、栽培責任者と確認責任者を設置し、認証を行う。移行期間や節減対象農薬を使用しなかった場合、「節減対象農薬：栽培期間中不使用」との表示が必要である。
≪エコファーマーの現状≫
エコファーマーとは、「持続性の高い農業生産方式の導入の促進に関する法律」（平成11年7月28日法律第110号）に基づき、持続性の高い農業生産方式（土づくり、化学肥料や化学農薬の使用量低減）の導入に関する５カ年計画を作物ごとに作成し、知事の認定を受けた農業者である。京都府内では平成21年6月30日現在、703件の認定者がいる。
≪生産の現状まとめ≫
　　

　　　・京都では小規模な農家が多く、土地の集約が困難なことから栽培コストが高い。

　　　・慣行栽培でお米を作ると、平均5.7haで利益が出るとされているが、

京都府の農家は耕地面積が1 ha以下の農家が多数を占める。

　　　・京都府では消費と生産の地域が偏っているため、生産者が消費者の需要を感じる機会が少ない
　　　・付加価値米の販売価格は高いが、市場の需要が分かりにくいため生産増加につながらないという状況がある。

(３)　課　題
1 　消費者の意識と行動のかい離
消費者の食の安心安全に対する意識は高まっているが、実際購入時に重要視するのは価格であり、安心・安全な農作物の普及につながっていない。安心・安全な農作物への理解度を高めるとともに、付加価値に応じた価格で購入できるような環境が求められる。

②　　複雑で多様な農産物マーク
消費者は数ある農産物マークを誤解していることが多い。農産物マークの認知度を上げ明確にすることによって、京都米の付加価値を高める仕組みを作る必要がある。
③　　小規模稲作農家の生産拡大の困難さ
京都府に多い小規模稲作農家に販売拡大の機会を提供する必要がある。

小規模農家の販売拡大意識が低い原因には、米の低価格と売れるかどうかわからないという販売不安がある。消費者の需要を明確にすることで、どういったお米がどれくらいの価格ならば受け入れられるのかがわかる情報を提供することができれば、生産計画が立てやすくなる。また現在稲作に力を入れていない品目横断的農家にも、積極的に稲作を行ってもらえるような取り組みが大切だと考える。
自家消費用に生産し残ればＪＡに卸すという考えの農家が多い。生産地と消費の中心が離れていることや、販売経路が確保されないと生産リスクが解消されないなどの問題から生産拡大や、生産改良に踏み切ることができない農家が多いと考えられる。
④　　生産の正確な数値が把握できていない
　農業の全体的な効率化を目指した適切な政策が実施できない要因であると考えられる。
　京都府では毎年「京都府水田農業推進協議会」が次年次のお米の需要量と供給量を決定、

　各市町村の農家がその結果に合わせて生産しているという状況である。各地域の稲作の特徴をいかした政策を実現するためには、より詳細な各農家の生産の数値を把握する必要があると考えられる。
３．政策の提案
（１）事業名

　　　新・石高制
（２）事業の目的

・「新・石高システム」により、生産・販売・消費の数値化による総合的な京都米政策を実現する。
　　・府民参加の京都米振興を目指して、消費者に分かりやすいように農産物マークを体系化して表示する「石高ポイント」を導入し、｢石高ポイントステーション｣に購入した京都米に応じてポイントを貯められる仕組みをつくる。　
　　・消費・生産・販売のデータを「石高ポイントステーション」によって、地域ごとに算出、可視化することで府民参加による京都米振興を目指す。

（３）事業の詳細

京都府農林水産部に「石高ポイント事業部(仮称)」を立ち上げる。
事業主体は、この石高ポイント事業部(仮称)とする。
事業部は、次のような役割を担う。
1 JA全農京都トレーサビリティシステムと連動した<新・石高ポイント>システムとHPの運営、お米の生産・流通・消費に関する情報の収集

2 お米の生産量・安心度などをもとに、「石高」を数値化

3 「新・石高制」参加農家の認定

①　新・石高ポイントシステムの運用

システム；　Ⅰ.データ入力→Ⅱ．データ収集→Ⅲ．データ開示→Ⅳ．データ利用
生産と販売、消費の情報を石高として入力し、データを集約するとともに「新・石高ポイントステーション」によって各地域の「総合石高」を算出する。

Ⅰ．データ入力　<石高ポイントの入力方法>
《販売の石高ポイント入力》

　販売は｢新・石高システム｣参加の量販店や小売店の売り上げデータを自動的に石高ポイントに加算する。これは府民の購入情報と直結するので、農家にフィードバックしたり府の農業政策の指標とする大変重要なデータである。

[image: image4]
≪消費の石高ポイント入力≫
　消費の石高ポイントは府民が｢石高ポイントステーション｣HPにアクセスし、商品情報と簡単なアンケートを入力することで加算される。府民の自主的行動によるので、ポイントの回収率は低いが、より正確な消費の情報が得られると考える。商品情報を入力すると、「トレーサビリティシステム」参加のお米の場合は栽培履歴、「新・石高制」参加農家のお米は栽培情報が提示される。

[image: image5]

≪生産の石高ポイント入力≫
　生産の石高ポイント入力には「トレーサビリティシステム」による自動入力と「新・石高システム」参加農家の自主入力という二つのルートがある。府民に提示できる生産に関する情報も「トレーサビリティシステム」参加の場合はJA全農京都が監督する「栽培履歴」、「新・石高制」参加農家の場合は簡易的な「生産情報」となる。(17頁Ⅲ資産の数値化参照)

[image: image6]
Ⅱ．データ収集＜石高ポイントの収集＞

システムによって自動的に石高ポイント事業部にある「新・石高制」サーバーに費・販売・生産の情報が一元化して集まる。この情報は石高ポイントし業部が府の農業政策に利用するだけでなく、消費者や生産者に開示するため「石高ポイントステーション」によってデータを開示し、京都米の販売・生産・消費を可視化する。

Ⅲ．データ開示　<府民への｢石高ポイント開示｣>
「石高ポイントステーション」ＨＰに収集したデータを開示する。

《石高ポイントステーションＨＰイメージ》
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　　　　　　　　[image: image8.wmf]
Ⅳ．データ利用<収集したデータをもとに京都米政策を実施>

生産・消費・販売の数値データをもとにその地域に合わせた政策を行う。たとえば販売の数値が大きいが消費の数値が小さい地域では、京都米をより知ってもらうための食育を実施するなどによって京都米の振興を実現していく。

将来的には石高ポイントを地域通貨のように流通させることも視野に入れて、

「新・石高制」の普及を目指す。

2 　お米の生産量・安心度などをもとに、「石高」を数値化

≪石高の決定プロセス≫
石高は、京都府とJA全農京都が認証している以下の4つの認定を受けているお米を対象とする。またお米の生産者である農家は


　○事業部により認定を受けた｢新・石高制｣参加農家(18頁「新・石高制」参加農家の認定参照)

○「JA全農京都レーサビリティシステム」に参加している農家(自動的にデータ入力)
　
どちらかの条件を満たす農家とする。　
　
有機JAS…近畿農政局消費・安全部表示・規格課と共同し、京都府の石高５を認定

　　JA全農京都トレーサビリティ…JA全農京都と共同し、京都府の石高３を認定

特別栽培…近畿農政局消費・安全部表示・規格課と共同し、京都府の石高２を認定

　　エコファーマー…農業改良普及センターと共同し、京都府の石高１を認定　

　　

この4つの認定を受けたお米の取引量を「石高」として算出する。つまり

　　　お米の付加価値　×　量　=　石高　　　　　　となる。

Ⅰ．お米の販売の数値化

おもな販売拠点として想定される府内の量販店や小売店で販売情報を入力してもらい、事業部で収集する。


例えば｢特別栽培でJA京都トレーサビリティに栽培履歴があるお米30kg｣を取引した場合

　　　　　　　　　　　　　　　　

まずお米の付加価値を算出する。特別栽培の認定は　(石高２)　で、JA全農京都トレーサビリティの認定は　(石高３)なのでこの付加価値米商品の石高は　(石高５)となる。
これに量を掛けることで石高を算出する。取引量は30㎏なので、

　　

(石高２　＋　石高３)　×　３０　＝　１５０石　　　となる。
この石高がJA京都やましろ精華町支店内で販売された場合、システムによって
｢精華町の販売の石高150｣というデータが石高事業部に送信される。

このようにして、システムでは主に販売の情報を収集し、同様にトレーサビリティシステムを利用して生産の石高も算出しデータを収集する。
Ⅱ．お米の消費の数値化

購入した「新・石高制システム」の京都米情報をJA全農トレーサビリティシステムと連動した「新・石高ポイントステーション」HPに入力すると、商品の個別生産情報(トレーサビリティ参加なら栽培履歴、新・石高制のみ参加ならば栽培情報)が表示されるとともに、消費の石高が加算される。消費の石高は家庭内と家計外に分けられる。また消費者のアンケート実施項目を追加し、より詳しい消費データの収集と新・石高制の普及に努める。

Ⅱ－1．家庭の米の数値化
JAトレーサビリティと連動した「新・石高ポイント」HPに「石高ポイントステーション」を設置し、消費履歴を記録してもらう。この石高ポイントは京都府内の地域（小学校区を想定）ごとに集積できるようにする。消費者にはお米についての知覚的情報(生産者の顔など)と知識的情報(特別栽培米の定義など)を伝えられる仕組みにする。当初はJAトレーサビリティと連動し各家庭のお米の消費についてデータを収集する。

例えば上京区下立売通新町西入藪之内町に住んでいる府民が

トレーサビリティシステムに栽培履歴があるエコファーマー米の京都米５㎏

を購入した場合、JA全農トレーサビリティシステムと連動した｢新・石高システム｣HPを参照し、商品情報を入力すると栽培履歴を確認することができる。同時に石高ポイントステーションに

トレーサビリティシステム(石高３)　+　エコファーマー米(石高２)　×　５㎏　=２５石
藪之内町の消費のポイントがとして集積される。
Ⅱ－2．外食・内食の数値化
消費の現状で説明したとおり、お米の消費は家庭外で行われることも多い。そこで京都米に協賛している飲食店での食事や食品の京都米にも石高ポイントを付け、カウントできるようにする。ポイントステーションごとの石高を集積、京都府内の地域の総合力を算出する。このポイントに応じて安心安全の農業政策の指標とする。


例えば木屋町の料亭がトレーサビリティシステムに栽培履歴がある特別栽培の京都米を60㎏購入したとする。お店の方がJA全農トレーサビリティシステムと連動した｢新・石高システム｣HPを参照し商品情報を入力すると栽培履歴を確認することができる。同時に石高ポイントステーションに購買履歴を入力すると
トレーサビリティシステム(石高３)　+　特別栽培米(石高２)　×　60㎏　=　１８０石　　
木屋町の消費石高のポイントがとして集積される。
Ⅲ．生産の数値化
《トレーサビリティシステムのお米》

現在の生産情報から「石高ポイント」(詳しくは石高ポイント決定プロセス参照)を算出し、新・石高システムに自動的に情報が入力される。

《自主流通米》

農家が石高事業部に「新・石高システム」の参加申請(詳しくは③農家の「新・石高制」参加認定参照)を行い、生産情報を入力する。


たとえば全農にお米を出荷していない(トレーサビリティシステムに参加していない)京丹後市の農家が、「新・石高制」に参加申請を行うとする。石高ポイント事業部が生産者情報や生産穀物の偽装がないことを確認し、参加認定を行う。この農家が特別栽培の京都米を600㎏生産したとする。｢新・石高システム｣HPを参照し生産情報を入力すると、石高ポイントステーションに京丹後の生産の石高のポイントが

特別栽培米(石高２)　×　600㎏　=　１２００石　として集積される。
③　農家の「新・石高制」参加申し込み認定

「新・石高制」のコンセプトに賛同する農家は

1 生産の安定性

2 生産するお米の認定の有無

3 生産、出荷における管理体制の確立

4 情報入力設備の有無(パソコンとインターネット環境)

の４点をもとに石高ポイント事業部に認定申し込みを行う。
認定をえた農家はその商品の石高を商品に提示する権利を有する。　
（4） 事業の評価

　　石高ポイント事業部が行う３つの事業に関しては、下記の初年度目標を定めて
その達成率を評価基準とする。また、年度ごとに目標を見直す。
1 JA全農京都トレーサビリティシステムと連動した<新・石高ポイント>システムとHPの運営、お米の生産・流通・消費に関する情報の収集

○「石高ポイントステーション」の消費の石高ポイント入力件数(JA全農京都トレーサビリティシステム栽培履歴+新石高システム生産情報合計アクセス数)
月間１０００アクセスを目標とする。

○府民に石高マークと連動する農産物マークやJA全農トレーサビリティシステムの認知度をアンケートし、アンケート結果を事業の評価とする。現在20％程度の農産物マーク理解度を40％の人が理解できるように目標を設定する。
2 石高ポイント認定事業
トレーサビリティシステムによって追跡可能な約8000トンと「新・石高制」参加認定を受けた農家の店頭販売米１万トンについてお米消費の数値化(石高算出)を行うことを目標とする。
3 農家の「新・石高制」参加申し込み認定
トレーサビリティ不参加で新たに「新・石高制」に参加する農家５０戸の認定を目指す。また認定を行った農家に対し、販売・消費のデータをフィードバックし、JA全農京都と協力して、営農指導などを行う。
（５）予　算
京都府農林水産部に設置する石高ポイント事業部に関わる予算は、次のとおりである。
①　初期設備投資にかかる予算
<石高ポイント事業の予算>
システムの作成(ハード、ソフト)・・・約１２００万円

○JA全農京都のトレーサビリティシステムと連携し、｢新・石高制｣認定農家の生産情報入力と販売石高ポイントを数値化できるシステムの構築
｢新・石高制｣認定農家が自身で生産情報を入力し、石高ポイント事業部に送信できるシステムと京都米を販売する量販店での京都米売り上げを上記の石高として算出し、その数値を石高事業部に送信してもらうシステム。システム立ち上げ後は自動的に販売データがインターネットを通じて石高事業部に自動的に送信されるようにする。
○「石高ポイントステーション」HPの作成と充実
JA全農京都のトレーサビリティと連動した「新・石高ポイント」HPを作成し、府民が京都米石高ポイントから栽培履歴(JA全農京都トレーサビリティシステムと連携)や生産情報(新・石高制)を確認でき、消費の石高ポイントをためることができる「石高・ポイントステーション」という機能を付ける。　　　　
②　継続的にかかる予算
<石高ポイント事業の予算>
システム運営費・・・約２０万円
<認定事業の予算>
認定にかかる諸費用・・・約３００万円
<石高ポイント事業部の運営予算>
広報・・・１００万円
３事業に携わる府職員１名・・・年間給与約７００万円

　　　　初年度予算2320万円

　　　　通年予算1120万円
（６）期待される効果
　
消費者が求める食品の安心・安全性は、農家や販売業者、府の協力なくしては実現できないが、消費者である府民が主体的に意識し、行動することも求められる。また、生産に関しても生産者の努力だけではなく、消費者の理解が必要となってくる。
今までは一方通行的であった消費生産行動を見直し、その間に存在する販売流通を数値化することで、双方向的意思決定のもと理想的な京都米づくりに協働して取り組んでいくことを可能にする条件を整備するのが、この政策の目的である。

その際に、京都府やJA全農京都が果たすべき役割はひじょうに大きい。生産・販売・消費の数値化により京都米の振興を促す政策が実施できると考える。
　また将来的には｢新・石高ポイントステーション｣HPをもとに、現在点在している行政や民間の京都米に関するHPをまとめ、京都米のポータルサイトに拡張させることで府民の京都米への関心をさらに高めることも可能と考える。
1 販　売

京都府の主に量販店で販売されているお米の流通を数値化することで、京都米のブランド化や安心・安全なお米の価格設定の適正化が可能となる。またシステムにより消費者よりも的確な情報を収集しやすいと考えられ、京都府で求められるお米とはどういったものかをマーケティングしやすいと考えられる。

2 消　費
京都府民のお米の消費の実態を知ることで、その地域に合わせた食育・地産地消政策に役立つ情報の把握が可能となる。また「新・石高ポイントステーション」機能により京都米振興への府民参加を促すことができる。

3 　生　産
お米の生産を数値化することにより、各地域の生産の実態を把握し、適切な農業政策の実施が可能となる。また消費・販売の数値を京都府内の農家にフィードバックすることにより農家は生産の選択と集中が可能となり安心・安全なお米の生産を促すことができる。
≪消費者意識の向上と購買行動の変革≫

消費者に分かりやすいように農産物マークを体系化して表示する「石高ポイント」を導入し、｢石高ポイントステーション｣に購入した京都米に応じてポイントを貯められる仕組みを作ることにより府民参加の京都米振興が可能となる。
≪生産意欲の向上≫

　京都府の農家にとって石高ポイントの可視化により消費者の需要が感じられるようになる。

≪京都府の農業政策の充実≫
「新・石高システム」により、生産・販売・消費の数値化による総合的な京都米政策を実現する。生産、販売、消費という多面的な要素を数値化することで、京都府における京都米の政策をより充実したものにすることができる。また地域ごとに各データ算出することで地域の特色に合わせた京都米政策を実施できると考える。
【参考】
「農林水産省2005年　農林業センサス」

http://www.maff.go.jp/j/tokei/census/afc/2010/report05_archives.html
「特別栽培米の流通・販売・消費の実態」http://www.pref.miyagi.jp/res_center/hukyuuniutusu/no.80/sanko/2-25.pdf
｢農林水産省　県別有機認定事業者数｣http://www.maff.go.jp/j/jas/jas_kikaku/pdf/yuuki_nintei_i.pdf
「農林水産省　特別栽培農産物に係る表示ガイドライン」http://www.maff.go.jp/j/jas/jas_kikaku/pdf/tokusai_01.pdf http://karusyoku.com/kouen/image/h4_1.pdf
「京都府HPエコファーマー（持続農業法に係る計画認定）について」http://www.pref.kyoto.jp/nosan/1194910596912.html
� EMBED Excel.Chart.8 \s ���












































商品の個別情報開示





<トレーサビリティシステム >


商品情報を入力すると栽培履歴





<新・石高システム>


商品情報を入力すると生産情報








地域にカーソルを合わせてクリックすると…





石高マーク





あなたの住む京都市は・・・


　生産石高10万石


　販売石高120万石


　消費石高60万石


　　　　　計190万石


販売の多い大名地域です!！





｢石高ポイントステーション｣に


アクセスし消費「石高」を入力





飲食店｢新・石高制」参加　


農家





家庭で「新・石高制」参加





京都府民





システムにより


販売「石高」自動入力





「新・石高システム」


参加


　





京都米販売業者





｢新・石高システム」参加認定後


農家が生産｢石高｣を自主入力





トレーサビリティシステムにより生産「石高」自動入力(約8000ｔ)





トレーサビリティ不参加農家　


農家





トレーサビリティ参加農家





京都米生産者
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